予算要求資料
平成28年度当初予算　支出科目　款：衛生費　　 項：医務費　 目：健康増進対策費
	事業名　新 森林を活用した健康づくり推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　健康福祉政策課　政策企画係　電話番号：058-272-1111（内線2515）
　　　　　E-mail：c11221@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　20,000千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	20,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	20,000

	決定額
	
	　
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
2025（H37）年には、いわゆる「団塊の世代」が全て75歳以上となる「超高齢社会」を迎え、医療・介護のニーズもピークに向かう。 

社会保障給付は、高齢化とともに今後も急激な増加が見込まれ、税・社会保険料といった国民負担の増大、特に、医療・介護分野における給付の増加が顕著である。75歳以上人口は、65～74歳人口に比べて一人当たりの医療費・介護費が高く、さらに、一人当たりの国庫負担で見ると、医療で約４倍、介護で約９倍と大きく増加する。 

社会保障制度改革は、国民皆保険を維持するため、団塊の世代が後期高齢者になりはじめる直前の2020（H32）年度までに受益と負担の均衡がとれた持続可能な制度を構築することを目的として進める必要がある。
県では、累増する社会保障関係経費（H17:671億円→H27:1,130億円）の抑制を図るため、県土の８割を占める森林を有効活用して、岐阜県らしい健康づくりを行う拠点施設を県内各所に整備する。

（２）事業内容

　森林や滝めぐりと温泉等を結んだ森林散策コースを健康づくり拠点施設として県内各所に設け、森を楽しみながら、心と体の健康維持、病気の予防を推進する。

①南飛騨健康増進センターの活用（5,000千円）
　・当該施設を県の健康増進の拠点施設として位置付け、運動を展開する。

　・ＮＰＯ法人森のなりわい研究所が実施する森林浴に、そば打ちや温泉等地元主導によるアクティビティをセットにした森林浴ツアーのモデル事業を実施する。

　　※週１回（年間40回程度）の開催を想定。

・オンシーズン（４～１１月）毎週開催　４回／月×８ヵ月＝３２回

　　　オフシーズン（１２～３月）隔週開催　２回／月×４ヵ月＝８回

　・当運動は、看板やチラシによるＰＲを行うほか、「協会けんぽ」の被保険者や共済に対して、南飛騨健康増進センターへの来場を呼び掛ける。

②市町村等が実施する森林を活用した健康づくり事業の支援（15,000千円）
　・南飛騨健康増進センター同様、森林浴に地域の特性に応じた他のアクティビティをセットにして事業実施する場合に支援

　・市町村負担の1/2に対して助成（補助上限額：100万円）

　　※民間が実施する事業は、民間1/3、市町村1/3、県1/3。
　＜想定する市町村（ニーズ調査の結果、15カ所程度を想定）＞

　　※H27.10.29時点の調査結果であり、未回答は５市町村。

　　岐阜：本巣市（民間あり）
　　西濃：養老町、垂井町、揖斐川町、池田町
　　中濃：美濃加茂市、東白川村
　　飛騨：高山市、飛騨市（民間あり）、下呂市、白川村
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	1,680
	南飛騨健康増進センターの健康体験講座に係る講師への報償費

	旅費
	622
	南飛騨健康増進センターの健康体験講座に係る講師への旅費

	需用費
	1,010
	クマ鈴購入に係る費用、看板設置に係る費用

	委託料
	648
	「月間ぷらざ」への掲載に係る費用

	印刷製本費
	194
	ＰＲチラシ作成に係る費用

	修繕料
	846
	「薬草の森」ウォーキングコース修繕に係る費用

	補助金
	15,000
	市町村等補助金

	合計
	20,000
	


	　決定額の考え方　




県単独補助金事業評価調書
	■  新規要求事業

	□  継続要求事業


	補助事業名
	「森林を活用した健康づくり」推進事業

	補助事業者（団体）
	市町村、民間事業者

	補助事業の概要
	（目的）
森林や滝めぐりと温泉等を結んだ森林散策コースを健康づくり拠点施設として県内各所に設け、森を楽しみながら、心と体の健康維持、病気の予防を推進する。
（内容）
森林浴に地域の特性に応じた他のアクティビティをセットにして事業実施する場合に支援する。

	補助率等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（実施主体が市町村の場合は1/2

実施主体が民間事業者の場合は1/3）　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	補助効果
	将来的な社会保障関係経費の抑制

	終期の設定
	終期未定

（理由）終期到来時に目標達成状況や社会情勢等を踏まえて継続の可否を検討する。


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

県民の健康づくりの意識を高め、社会保障関係経費を抑制する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H27年度末)
	目標
(H28年度末)
	目標

(終期)

	森林を活用した健康づくり推進事業への参加者数
	
	30,000
	30,000


	
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度

（要求）

	補助金交付実績
	千円
	千円
	千円
	(予算額)

千円
	(要求額)

15,000千円

	指標①目標
	
	
	
	
	

	指標①実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標①達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％

	指標②目標
	
	
	
	
	

	指標②実績
	
	
	
	(推計値)


	(推計値)



	指標②達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
％


（前年度の成果）

	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　当該事業にいかにしてより多くの市町村や民間事業者に事業参入を促すのかが課題。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

	

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

	


（事業の見直し検討）

	


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）


